第４章　意見・勧告・報告の徴収等について
　法第８条第４項、第７項、第９条第１項及び第１４条に関する事項については、千葉市大規模小売店舗立地法施行要綱に基づき、以下のように取扱います。
１　法第８条第４項に基づく「意見」について
（１）　市が「意見を有する場合」には、要綱様式第１２号（第１２条第３項関係）「大規模小売店舗の届出に関する意見（通知）」により、届出者に対して意見を述べます。
（２）　市が「意見を有しない場合」には、要綱様式第１３号（第１２条第３項関係）「大規模小売店舗の届出に関する意見について（通知）」により、届出者に対して通知します。
　　※　上記の通知をした場合には、法の手続は終了となります。
（３）　法第８条第７項に基づき、届出者が「意見」に係る変更を行わない場合には、要綱様式第１６号（第１５条関係）「届出事項を変更しない旨の通知書」を、千葉市長宛に提出して下さい。
　　　※　通知の日から２月間は新設又は変更が制限されます。
（４）　届出者が「意見」に係る変更を行う場合は、Ｐ６０別表（５）を参照して下さい。
　　　※　届出又は通知の日から２月間は新設又は変更が制限されます。
２　法第９条第１項に基づく「勧告」について
（１）　市が「勧告を行う場合」には、要綱様式第１７号（第１６条第２項関係）「大規模小売店舗の届出に対する勧告（通知）」により、届出者に対して勧告を行います。
（２）　市が「勧告を行わない場合」には、要綱様式第１８号（第１６条第３項関係）「大規模小売店舗の届出に対する勧告について（通知）」により、届出者に対して通知します。
　　　※　上記の通知をした場合には、法の手続は終了となります。
（３）　届出者が「勧告」に係る変更を行う場合は、Ｐ６１別表（６）を参照して下さい。
（４）　上記（３）の変更の内容について、周辺の生活環境の保持のために必要な配慮がなされていると認められる場合には、要綱様式第２１号（第１９条関係）「大規模小売店舗の届出に対する勧告について（通知）」により、届出者に対して通知します。
３　報告の徴収について
　　法第１４条に基づき、届出に係る下記の事項等について、大規模小売店舗の設置者等に報告を求めた場合には、報告書を提出して下さい。
　（１）　報告の徴収の対象者
　　　①　大規模小売店舗の設置者。
　　　②　大規模小売店舗において小売業を行う者。
　（２）　大規模小売店舗の設置者に対し、報告を求める事項
　　　　　　①　駐車需要の充足その他による大規模小売店舗の周辺の地域の住民の利便及び商業その他の業務の利便の確保のために講じている措置に関する事項。
　　　②　騒音の発生その他による大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の悪化の防止のために講じている措置に関する事項。
　（３）　大規模小売店舗において小売業を行う者に対し、報告を求める事項
　①　当該小売業の開始日。
　　　②　当該小売業を行う者の店舗の店舗面積及び位置に関する事項。
　　　③　当該小売業を行う者の店舗の運営方法に関する事項。
　（４）　報告の徴収について不服がある場合

　　　　報告徴収について不服がある場合には、市長に対して異議申立てをすることができます。また、訴訟により報告徴収の取消しを求める場合は、市（代表者：市長）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。
なお、法第５条第１項又は法第６条第２項の届出に関しては、その新設日又は変更を行った日を把握するため、要綱様式第２２号（第２１条関係）「大規模小売店舗の新設（変更）報告書」の提出を求めますので、ご協力をお願いします。
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